
別記様式

閲　覧　済　確　認　願

令和　　年　　月　　日　　

（宛先）紀の川市長

申請者　　住所又は所在地：　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名：　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　

　次の工事に係る条件付一般競争入札に参加するため、証明願います。

	1　公告年月日
	令和8年6月3日

	2　工事年度
	令和8年度

	3　工事番号
	紀下工補第2号

	4　工事名
	第3-7処理分区下水道管渠布設(その1)工事

	5　工事場所
	紀の川市　貴志川町神戸他　地内

	6　閲　覧　日
	令和　　年　　月　　日

	7　閲覧者氏名
	
	TEL


注1）申請者は入札参加資格審査申請で受任されている場合は、受任者とすること。

注2）入札執行場所へ入室する前に、この証明書（原本）を入札執行担当職員へ提出すること。提出できない場合は、入札参加はできない。

閲　覧　済　証　明　書

申請者　様

上記のとおり相違ないことを証明する。

令和　　年　　月　　日

　紀の川市　上下水道部　下水道課長　　　 eq \o\ac(□,印)　　　

	入札書

	入札金額
	
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円
	

	ただし、

工事年度：                            

工事番号：                            

工事場所：                            
工 事 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入札金
上記のとおり、別冊図面及び仕様書によって請負をしますから、入札します。

令和　　年　　月　　日

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　

（宛先）紀の川市長


備考　１　金額の数字は、アラビア数字を使用すること。

２　金額の前には、￥の記号を付けること。

３　金額を訂正したものは、無効とする。

４　金額以外の訂正箇所又は抹消箇所には、押印すること。
令和　　年　　月　　日

（宛先）紀の川市長
住所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　
工 事 費 内 訳 書
	工事年度及び工事番号
	　

	工事名　
	

	工事場所
	　


　
	工事費内訳
	金　額（円）（税抜き）

	直接工事費　　　Ａ
	　

	うち材料費
	　

	うち労務費
	　

	共通仮設費　　　Ｂ
	　

	現場管理費　　　Ｃ
	　

	うち法定福利費の事業主負担額
	　

	うち建退共制度の掛金
	　

	一般管理費等　　Ｄ
	　

	工事価格（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
	　

	うち安全衛生経費
	　


※入札書の金額と工事価格は必ず一致すること。
※設計図書を参考にして、積算の上金額を記入すること。
※本内訳書は第１回の入札に際し提出を求めるものである。
委　　任　　状

私儀都合により　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代理人として、　令和　　年　　月　　日に入札する下記の入札に関する一切の権限を委任します。

代理人使用印　　㊞　

記

工事年度：                            

工事番号：                            

工事場所：                            
工 事 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日

住　所　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　　　　㊞　

（宛先）紀の川市長

様式第1号（第16条関係）

条件付一般競争入札(事後審査型・持参方式)参加資格審査申請書

令和　　年　　月　　日　　　
（宛先）紀の川市長

申請者　　住所又は所在地：　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名：　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　

　次の工事に係る条件付一般競争入札(事後審査型・持参方式)に関して、落札候補者となりましたので、入札参加資格について確認されたく、関係書類を添えて申請します。

なお、第６項入札参加資格のすべての要件を満たしていること、本申請書の記載内容及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

	1　公告年月日
	令和8年6月3日

	2　工事年度
	令和8年度

	3　工事番号
	紀下工補第2号

	4　工事名
	第3-7処理分区下水道管渠布設(その1)工事

	5　工事場所
	紀の川市　貴志川町神戸他　地内

	6　入札参加資

格要件
	（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。

	
	（２）建設業法（昭和24年法律第100号）第28条に基づく営業停止の処分を受けていない者であること。

	
	（３）紀の川市建設工事等請負業者選定要綱（平成17年紀の川市訓令第67号）第9条に規定する入札参加資格審査申請書を提出し、かつ、紀の川市入札等参加資格者名簿に建設工事業で登録されている者であること。

	
	（４）紀の川市建設工事等契約に係る指名停止等措置要綱（平成19年紀の川市告示第21号）に基づく指名停止の期間中でないこと。

	
	（５）紀の川市が行う行政事務からの暴力団排除に関する要綱（平成24年紀の川市訓令第5号）に基づく排除措置の期間中でないこと。

	
	（６）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき、更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき、再生手続開始の申立てがなされている者（更生手続又は再生手続開始の決定後、入札参加資格の再認定を受けている者を除く。）でないこと。

	
	（７）建設業法に準じた適切な技術者を配置すること。

	
	（８）談合等による損害賠償請求を紀の川市から受けていない者であること。

	
	（９）本工事の設計図書等を閲覧していること。

	
	（１０）紀の川市内に主たる営業所（「主たる営業所」とは、建設業を営む営業所を統括し、指揮監督する権限を有する１か所の営業所をいう。本店・本社）を有する者であること。

	
	工事ごとに定める入札参加資格要件
	添付書類
	市確認欄

	
	（１１）紀の川市発注基準における「令和8年度一般競争（指名競争）入札等参加資格格付認定通知書」において、認定業種の「土木一式工事」の総合点数が800点以上であること。
	「令和8年度一般競争（指名競争）入札等参加資格格付認定通知書」の写し
	

	
	（１２）土木工事業に係る建設業法（昭和24年法律第100号）第3条第1項の規定による特定建設業の許可（有効なものに限る。）を受けていること。
	「建設業許可通知書」の写し又は「建設業許可証明書」の写し
	

	
	（１３）令和２年４月１日以降、国、地方公共団体及び公共法人＜法人税法(昭和４０年法律第３４号)第２条第５号に規定する別表第一に掲げる公共法人(国立大学法人、地方住宅供給公社、地方道路公社、地方独立行政法人、独立行政法人等)＞が発注した公共下水道汚水管渠工事の施工実績(共同企業体の構成員としての実績は、出資率が２０％以上のものに限る。)を有すること。
	「工事実績調書」（様式1）及び証明資料
	

	
	（１４）公益社団法人日本推進技術協会が実施している推進工事技士試験により資格を得た推進工事技士登録証を有する推進工事技士を該当施工現場に配置できる者であること。
	「推進工事技士登録証」の写し
	


	連絡担当者名
	
	TEL

FAX


注）申請者は入札参加資格審査申請で受任されている場合は、受任者とすること。
令和　　年　　月　　日
上記のとおり申請者の入札参加資格が　有　・　無　であることを確認しました。
　
確認者　所属　職　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　
（様式1）
工　事　実　績　調　書
申請者　　住所又は所在地：　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　
	工　事　条　件
	令和２年４月１日以降、国、地方公共団体及び公共法人＜法人税法(昭和４０年法律第３４号)第２条第５号に規定する別表第一に掲げる公共法人(国立大学法人、地方住宅供給公社、地方道路公社、地方独立行政法人、独立行政法人等)＞が発注した公共下水道汚水管渠工事の施工実績(共同企業体の構成員としての実績は、出資率が２０％以上のものに限る。)を有すること。

	契　約　内　容
	工事名
	

	
	発注者名
	

	
	工事場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	

	
	受注形態
	

	工　事　内　容
	工法等
	


注1）工事実績については、主なものを１件記入すること。

注2）工事実績については、記載する工事の【CORINS】の写し又は工事実績が確認できる発注者の証明書を提出すること。
注3）【CORINS】に登録されていない場合は、契約書（工事名、契約金額、工期、発注者、請負者の確認できる部分の写しを提出すること。
注4）【CORINS】 又は契約書で工事実績が不明な場合については、構造図、数量総括表等を添付すること。
注5）「契約金額」欄には、工事実績が共同企業体の構成員としてのものである場合は、当該共同企業体としての請負金額のほか構成員としての出資割合を記載すること。

